
平成 1４年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 14年 5月 10日

上   場   会   社   名       ユニ・チャーム  株式会社 上場取引所 東

コード番号       8113 本社所在都道府県

（ URL  http://www.unicharm.co.jp/） 愛媛県

問合せ先  責任者役職名 常務取締役

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　丸山  茂樹 TEL (03) 3447 - 5111
決算取締役会開催日　　平成 14年 5月10日 中間配当制度の有無　　有
定時株主総会開催日　　平成 14年 6月27日 単元株制度採用の有無　有　（1単元　100 株）

１. 14年  3月期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）
(1)経営成績

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 150,799 △ 5.3 9,036 △ 11.5 11,627 △ 19.2

13年  3月期 159,309 △ 3.0 10,212 △ 18.5 14,394 0.1

         　当 期 純 利 益 １ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当
期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  3月期 7,002 △ 16.2 100.29 - 7.6 9.6 7.7

13年  3月期 8,360 △ 7.3 118.04 - 9.0 11.6 9.0
(注)①期中平均株式数 14年  3月期    69,821,541 株　　　13年  3月期    70,821,471 株 
     ②会計処理の方法の変更　　　 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

14年  3月期 20.00 10.00 10.00 1,389 19.9 1.5

13年  3月期 24.00 10.00 14.00 1,687 20.2 1.8

（注）14年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　           0  円 00 銭

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  3月期 122,771 93,793 76.4 1,359.69

13年  3月期 120,648 91,515 75.9 1,308.38

（注）①期末発行済株式数　14年  3月期       68,981,591　株　　　13年  3月期       69,945,891株

　　　②期末自己株式数　　 14年　3月期                549  株　　　13年　3月期　　　　　　　　240株　　

２. 15年  3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 74,000 7,400 4,850 10.00 － －

通　　期 151,000 14,300 9,100 － 10.00 20.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）     131  円   92 銭 

※　　上記の予想は本資料の発表現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれております。実際の業績は、
競合状況・為替の変動等にかかわるリスクや不確定要因により記載の予想数値と大幅に異なる可能性があります。
　　なお、上記業績予想に関わる事項は、添付資料の9～10ページをご参照下さい。



(1) 貸借対照表
(単位　百万円)

期　別 当　　　　期 前　　　　期 増　減
（平成14年3月31日現在） （平成13年3月31日現在） (△印減）

　科　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額
％ ％

資　産　の　部
Ⅰ 流　動　資　産 68,970 56.2 63,565 52.7 5,404
現 金 及 び 預 金 42,130 3,921 38,208
受 取 手 形 919 432 486
売 掛 金 18,136 20,481 △2,345
有 価 証 券 - 25,774 △25,774
自 己 株 式 - 1 △1
製 品 商 品 18 4,177 △4,158
貯 蔵 品 1,486 2,530 △1,043
前 払 費 用 166 228 △61
繰 延 税 金 資 産 789 1,102 △313
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 1,017 757 260
未 収 入 金 4,277 3,304 972
そ の 他 86 966 △880
貸 倒 引 当 金 △58 △113 55

Ⅱ 固　定　資　産 53,801 43.8 57,082 47.3 △3,281
1.有 形 固 定 資 産 15,741 12.8 14,985 12.4 756
建 物 5,495 4,811 684
構 築 物 285 230 54
機 械 及 び 装 置 302 345 △43
車 両 及 び 運 搬 具 8 3 5
工 具 ､ 器 具 及 び 備 品 571 410 160
土 地 9,006 9,028 △21
建 設 仮 勘 定 71 155 △84
2.無 形 固 定 資 産 3,118 2.5 3,424 2.8 △306
借 地 権 60 60 -
商 標 権 4 4 0
ソ フ ト ウ ェ ア 2,993 3,300 △306
電 話 加 入 権 57 57 △0
そ の 他 2 3 △0
3.投資その他の資産 34,940 28.5 38,672 32.1 △3,731
投 資 有 価 証 券 6,509 10,125 △3,616
関 係 会 社 株 式 15,668 10,877 4,791
出 資 金 400 474 △73
関 係 会 社 出 資 金 1,851 1,643 207
長 期 貸 付 金 500 500 -
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 2,182 9,318 △7,135
長 期 前 払 費 用 46 47 △1
繰 延 税 金 資 産 3,224 1,313 1,911
再評価に係る繰延税金資産 4,241 4,246 △4
差 入 保 証 金 789 785 3
そ の 他 985 907 77
貸 倒 引 当 金 △862 △746 △115
関係会社投資評価損引当金 △597 △820 222

資　産　合　計 122,771 100.0 120,648 100.0 2,123

１１．個 別 財 務 諸 表 等 
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(単位　百万円)
期　別 当　　　　期 前　　　　期 増　減

（平成14年3月31日現在） （平成13年3月31日現在） (△印減）
　科　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額

％ ％
負　債　の　部

Ⅰ 流　動　負　債 23,548 19.2 24,526 20.3 △977
支 払 手 形 4,817 6,048 △1,230
買 掛 金 4,233 8,081 △3,847
未 払 金 8,562 6,773 1,788
未 払 消 費 税 等 363 - 363
未 払 費 用 747 273 473
未 払 法 人 税 等 3,515 2,033 1,482
預 り 金 156 157 △0
前 受 収 益 5 4 0
賞 与 引 当 金 1,125 1,114 11
そ の 他 20 39 △18

Ⅱ 固　定　負　債 5,430 4.4 4,606 3.8 823
退 職 給 付 引 当 金 2,476 1,670 806
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 1,078 1,104 △26
受 入 保 証 金 1,875 1,832 43
長 期 前 受 収 益 - - -

負 債 合 計 28,978 23.6 29,133 24.1 △154

資　本　の　部
Ⅰ 資 本 金 15,992 13.0 15,992 13.3 -
Ⅱ 資 本 準 備 金 18,590 15.2 18,590 15.4 -
Ⅲ 利 益 準 備 金 1,991 1.6 1,881 1.6 110
Ⅳ 再 評 価 差 額 金 △5,857 △4.8 △5,863 △4.9 6
Ⅴ そ の 他 の 剰 余 金 61,634 50.2 59,823 49.6 1,810
任 意 積 立 金 53,189 55,472 △2,283
  配 当 準 備 積 立 金 400 400 -
  特 別 償 却 準 備 金 18 22 △4
　株 式 消 却 積 立 金 1,721 - 1,721
  別   途   積  立  金 51,050 55,050 △4,000
当 期 未 処 分 利 益 8,444 4,350 4,094

Ⅵ その他有価証券評価差額金 1,442 1.2 1,090 0.9 352
Ⅶ 自 己 株 式 △1 △0.0 - - △1

資 本 合 計 93,793 76.4 91,515 75.9 2,277

負 債 資 本 合 計 122,771 100.0 120,648 100.0 2,123
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(2) 損益計算書
(単位　百万円)

期　別 当　　　　期 前　　　　期 増　減
自 平成13年4月 1日 自 平成12年4月 1日
至 平成14年3月31日 至 平成13年3月31日 (△印減）

　科　目 金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額
％ ％

Ⅰ 売       上       高 150,799 100.0 159,309 100.0 △8,510
Ⅱ 売    上    原    価 86,392 57.3 91,291 57.3 △4,898
売 上 総 利 益 64,407 42.7 68,018 42.7 △3,611

Ⅲ 販売費 及び 一般管理費 55,370 36.7 57,805 36.3 △2,435
営 業 利 益 9,036 6.0 10,212 6.4 △1,176

Ⅳ 営   業   外   収   益 3,080 2.0 4,547 2.8 △1,467
受 取 利 息 227 370 △142
有 価 証 券 利 息 59 102 △43
受 取 配 当 金 2,395 3,620 △1,224
為 替 差 益 83 123 △39
雑 収 入 314 331 △16

Ⅴ 営   業   外   費   用 490 0.3 365 0.2 124
支 払 利 息 73 115 △42
売 上 割 引 32 31 0
有 価 証 券 売 却 損 57 72 △14
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 69 - 69
雑 損 失 256 145 111
経 常 利 益 11,627 7.7 14,394 9.0 △2,767

Ⅵ 特   別   利   益 3,015 2.0 80 0.1 2,934
関係会社投資評価損引当金戻入益 222 - 222
固 定 資 産 売 却 益 3 4 △0
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 83 76 6
事 業 売 却 益 2,705 - 2,705

Ⅶ 特   別   損   失 3,934 2.6 1,885 1.2 2,049
固 定 資 産 除 却 損 365 74 291
固 定 資 産 売 却 損 1 22 △21
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 - 660 △660
退職給付引当金繰入額 608 608 -
関係会社投資評価損引当金繰入額 - 198 △198
関 係 会 社 株 式 評 価 損 - 49 △49
投 資 有 価 証 券 評 価 損 2,777 156 2,620
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 6 115 △108
過 年 度 ラ イ セ ン ス 料 169 - 169
投 資 有 価 証 券 売 却 損 4 - 4
税 引 前 当 期 純 利 益 10,707 7.1 12,589 7.9 △1,882
法人税､住民税及び事業税 5,554 3.7 4,956 3.1 597
法 人 税 等 調 整 額 △1,848 △1.2 △726 △0.4 △1,121
当 期 純 利 益 7,002 4.6 8,360 5.2 △1,358
前 期 繰 越 利 益 2,148 1,283 865
再 評 価 差 額 金 取 崩 額 6 - 6
株式消却積立金取崩額 3,278 - 3,278
自 己 株 式 消 却 額 3,278 4,512 △1,234
中 間 配 当 額 699 708 △9
中間配当に伴う利益準備金積立額 - 70 △70
当 期 未 処 分 利 益 8,444 4,350 4,093
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(3) 利益処分案
(単位　百万円)

　　　　　　　　　期　　別 当　　　　期 前　　　　期
科　　目 金       額 金       額

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益 8,444 4,350

Ⅱ 任 意 積 立 金 取 崩 高

18 4

1,721 -

- 4,000

合　　　　　　計 10,184 8,355

Ⅲ 利  益　処　分　額

- 110

689 979
（普通配当　10円） （普通配当　10円）
（記念配当　 -円） （記念配当　 4円）

93 117
( 1 ) ( 3 )

株 式 消 却 積 立 金 - 5,000

別 途 積 立 金 5,000 -

Ⅳ 次  期  繰  越  利  益 4,400 2,148

(注)  １．平成12年12月8日に 708百万円(1株につき 10 円) の中間配当を実施致しました。
      ２．平成13年12月10日に 699百万円(1株につき 10 円) の中間配当を実施致しました。
      ３．特別償却準備金は､租税特別措置法に基づくものであり､税効果考慮後の金額であります。

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 高

別 途 積 立 金 取 崩 高

任 意 積 立 金

役 員 賞 与 金
( う ち 監 査 役 賞 与 金 )

利 益 準 備 金

配 当 金

株 式 消 却 積 立 金 取 崩 高
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重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券･･･････････････････････････････償却原価法(定額法)
子会社株式及び関連会社株式･･･････････････････････移動平均法による原価法
その他有価証券
　時価のあるもの 期末日の市場価格等にもとづく時価法

(評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)
　時価のないもの 移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法･･･････････････････総平均法による原価法

３．デリバティブ等の評価基準及び評価方法･･･････････････時価法

４．固定資産の減価償却の方法
有形固定資産････････････････････････定率法

ただし､平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は
除く)については､定額法を採用しております｡
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物・・・・・・・・・２～５０年

無形固定資産････････････････････････定額法
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内に
おける利用可能期間（５年）に基づいております。

５．外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま
す。なお、為替予約等の振当処理の対象となっている外貨建金銭債権債務については、当該為替予約等の円
貨額に換算しております。

６．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金･･････････････････････････債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率による見積額を、貸倒懸念債権等特定債権について
は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており
ます。

(2) 関係会社投資評価損引当金･････････････関係会社に対する投資価値の低落に備えるため、純資産の減少
に応じた金額を計上しております。

(3) 賞与引当金･･････････････････････････従業員に対する賞与の支給に充てるため、次回支給予定額のう
ち当期に対応する金額を計上しております。

（4) 退職給付引当金･･･････････････････････従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき、当期末において発生している
と認められる額を計上しております。
会計基準変更時差異(4,053百万円)は、5年による定額法により
按分した額を費用処理しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ
発生の翌期より費用処理しております。

（5) 役員退職慰労引当金･･･････････････････役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程に
基づく期末要支給額を計上しております｡

７．リース取引の処理方法･･････････････････リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっております。
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８．ヘッジ会計の方法
(1) ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、
振当処理を行っております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段・・････････････････････ 為替予約及び通貨スワップ
ヘッジ対象・・････････････････････ 外貨建予定取引

(3) ヘッジ方法
当社の内部規程である「デリバティブ取引リスク管理方針」に基づき、為替変動リスクをヘッジしておりま
す。なお、主要なリスクである輸入取引による外貨建金銭債務の為替変動リスクに関しては、原則として債
務金額の７０％程度をヘッジする方針であります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその後も
継続して、相場変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定することができるため、
ヘッジ有効性の判定は省略しております。

９．消費税等の会計処理････････････････････税抜方式を採用しております。
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注記事項
(貸借対照表関係)

当 期 前 期

１．有形固定資産の減価償却累計額 6,303 百万円 6,303 百万円

２．株式の状況
　　授権株式数 196,390,411 株 197,354,711 株
    発行済株式総数 68,981,591 株 69,945,891 株

（注）株式消却が行われた場合には、それに相当する株式数を減ずる旨を定款で定めております。
    当期中の発行済株式総数の減少
利益による株式消却 964,300 株 921,000 株
株式の取得価額の総額 3,278 百万円 4,512 百万円

３．関係会社に対する資産及び負債
売 掛 金 2,321 百万円 676 百万円
未 収 入 金 4,220 百万円 2,702 百万円
買 掛 金 3,462 百万円 7,302 百万円
未 払 金 2,607 百万円 330 百万円

４．関係会社の金融機関からの借入金等に対する保証債務 3,722 百万円 3,998 百万円

５．期末日満期手形の会計処理
当事業年度の末日は金融機関の休日でありましたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。
期末残高から除かれている期末日満期手形は次の通りであります。

受 取 手 形 524 百万円 836 百万円

６．「土地の再評価法に関する法律」（平成10年3月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する
法律の一部を改正する法律」（平成13年3月31日改正）にもとづき、事業用の土地の再評価を行って
おります。なお、当該評価差額に係る税金相当額を再評価に係る繰延税金資産として資産の部に計上
し、これを加算した金額を再評価差額金として資本の部に計上しております。
　再評価の方法
　　　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年3月31日公布政令第119号）第2条第5号に定める
　　　鑑定評価額により算出
　再評価を行った年月日　　　 　　　　平成13年3月31日

当 期 前 期
   再評価を行った事業用土地の当期末における
　　時価と再評価後の帳簿価額との差 281 百万円 - 百万円
   当該事業用土地の再評価前の帳簿価額 - 百万円 19,137 百万円
   当該事業用土地の再評価後の帳簿価額 - 百万円 9,028 百万円

７．配当制限
貸借対照表に計上されている「その他の剰余金」のうち5,859百万円については、商法第290条第1項
の規定により、配当に充当することが制限されております。

８．たな卸資産の譲渡
平成１４年１月１日をもって関係会社チャーム工業(株)に、ユニ・チャーム東日本(株)、ユニ・チャーム
中日本(株)を吸収合併し、新たにユニ・チャームプロダクツ(株)となりました。合併を機にＳＣＭ（サプライ・
チェーン・マネージメント）機能の一元化を目的として、その一部をユニ・チャームプロダクツ(株)に移管し
ました。
これに伴い、平成１４年３月３１日に国内得意先向けのたな卸資産残高をユニ・チャームプロダクツ(株)に
移管し、当社のたな卸資産残高は輸出向け製品のみとなりました。
なお、移管した金額は、製品商品で4,741百万円、貯蔵品で2,017百万円であります。
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(損益計算書関係)
当 期 前 期

１．関係会社との取引にかかるものが次のとおり含まれております。
73,929 百万円 86,080 百万円
209 百万円 346 百万円
2,339 百万円 3,537 百万円

２．販売費及び一般管理費の主な内訳
8,011 百万円 7,714 百万円
19,281 百万円 20,640 百万円
4,709 百万円 6,227 百万円
2,265 百万円 2,336 百万円
4,772 百万円 5,036 百万円
1,125 百万円 1,114 百万円
861 百万円 617 百万円
46 百万円 73 百万円
1,577 百万円 1,507 百万円

   販売費及び一般管理費のうち販売費割合 約81 ％ 約82 ％

３．研究開発費の総額
一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究開発費

4,455 百万円 3,748 百万円

４．固定資産の除却損の内訳
109 百万円 21 百万円
4 百万円 1 百万円
7 百万円 5 百万円
231 百万円 13 百万円
12 百万円 27 百万円

販 売 運 賃 諸 掛
販 売 促 進 費
広 告 宣 伝 費
諸 手 数 料
従 業 員 給 与 ・ 賞 与
賞 与 引 当 金 繰 入 額
退職給付引当金繰入額
役員退職慰労引当金繰入額

減 価 償 却 費

商 品 仕 入 高
受 取 利 息
受 取 配 当 金

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
工 具 ､ 器 具 及 び 備 品
撤 去 費 用
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(リース取引関係)

    リース物件の所有権が、借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
当 期 前 期
工具、器具 工具、器具
及び備品等 及び備品等

1.リース物件の取得価額相当額、減価償却
　累計額相当額及び期末残高相当額

  取得価額相当額 1,728 百万円 1,960 百万円
　減価償却累計額相当額 548 百万円 737 百万円
　期末残高相当額 1,179 百万円 1,222 百万円
2.未経過リース料期末残高相当額

１年内 370 百万円 371 百万円
１年超 808 百万円 851 百万円
合計 1,179 百万円 1,222 百万円

3.支払リース料(減価償却費相当額) 379 百万円 510 百万円
4.減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって
  おります。
5.上記注記は､有形固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高相当額の割合が低いため
　財務諸表等規則第８条の６第２項の規定に基づき、支払利子込み法によっております。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
当 期 前 期

（繰延税金資産）
　流動資産　
　　未払事業税 324 百万円 190 百万円
　　賞与引当金 313 百万円 230 百万円
　　土地負債利子損金不算入額 9 百万円 194 百万円
　　その他 141 百万円 486 百万円
　　　小計 789 百万円 1,102 百万円
　固定資産
　　投資有価証券 1,691 百万円 448 百万円
　　税務上の繰延資産 761 百万円 8 百万円
　　退職給付引当金 718 百万円 360 百万円
　　役員退職慰労引当金 452 百万円 463 百万円
　　貸倒引当金 300 百万円 278 百万円
　　関係会社投資評価損引当金 250 百万円 344 百万円
　　その他 93 百万円 213 百万円
　　　小計 4,269 百万円 2,116 百万円
　　　　　繰延税金資産合計 5,058 百万円 3,218 百万円

（繰延税金負債）
　固定負債
　　特別償却準備金 - 百万円 13 百万円
    その他有価証券評価差額金 1,044 百万円 789 百万円
　　　　　繰延税金負債合計 1,044 百万円 802 百万円

繰延税金資産（又は負債）の純額
　流動資産 789 百万円 1,102 百万円
　固定資産 3,224 百万円 1,313 百万円
　　　　　合計 4,013 百万円 2,415 百万円

（再評価に係る繰延税金資産）
　　土  地 4,241 百万円 4,246 百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

当 期 前 期
法定実効税率 42.1 ％ 42.1 ％
(調整)
交際費等永久に損金に算入されない項目 1.2 ％ 1.0 ％
受取配当等永久に益金に算入されない項目 △7.2 ％ △10.9 ％
住民税均等割等 0.4 ％ 0.4 ％
外国税額控除額 △1.9 ％ -
その他 0.0 ％ 1.0 ％
  税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.6 ％ 33.6 ％
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１２．有 価 証 券

当期　　（平成14年3月31日現在）

時価のある子会社及び関連会社株式は所有しておりません。

前期　　（平成13年3月31日現在）

時価のある子会社及び関連会社株式は所有しておりません。
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１３．役 員 の 異 動（平成14年6月27日付予定）

1.新任監査役候補

監 査 役 石 川 勝 昭

監 査 役 伊 藤 楯 軌

2.退任予定監査役

宮 崎 征 人 (常勤監査役）

高 原 博 司（常勤監査役）

以上
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